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株式会社NTTドコモ

「デジタル化の進展に対応した事故報告制度に係る技術的条件」
課題に対する考え方について

2023年2月2日
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１．はじめに
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・2022年12月19日 IPネットワーク設備委員会にて、事故報告制度の見直
しについて「ネットワーク構造やサービス提供構造の多様化・複雑化」に対応し
た形で技術検討作業班で検討を進めていくことが承認されました。

・2023年２月２日技術作業検討班（第１回）にて、電気通信事業に係
る現在の技術動向等の環境変化を踏まえた「デジタル化の進展に対応した事
故報告制度に関する検討事項」に対する当社の考え方について、ご報告いた
します。

【ご報告内容】

１）音声伝送役務の考え方
２）データ伝送役務の考え方
３）事故継続基準の考え方
４）その他制度見直し論点の考え方
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2．音声伝送サービスにおける考え方
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区分 当社の考え方

特徴
VoLTEの導入に伴い、高い音声品質通話が可能であることに加え、
LTE網障害時に3G網にハンドオーバし通信救済することが可能

役務提供停止の
考え方

呼処理信号を正常に処理できない状態※、 無音状態が役務提供
停止と考える

品質低下の
考え方

現行も大規模震災で同規模の規制を実施しており、80％ルールは
妥当と考える（P4: 根拠①）

影響利用者数
算出の考え方

一般音声呼処理信号を正常に処理できない状態の再接続要求を
考慮すると利用者数特定が難しく、完了呼数から利用者数特定をし
ている（P5: 根拠②）

緊急通報を含む影響
利用者数の考え方

緊急呼は、CS Fallbackによる緊急呼救済可能であるため、
設備配下の全利用者数でなく、完了呼数比較での算出が妥当と考
える（P5: 根拠②）

なお、緊急呼の通信を確保できている場合は、「二. 緊急呼を取り扱
わない音声電話役務基準」を適用することが望ましいと考える。

※ Attach・セッションNG、位置登録できるが音声通話できない 等
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（根拠①）品質低下基準80%ルールの妥当性

H21 情報通信審議会答申
「ＩＰ電話端末等に関する技術的条件及び電気通信事故等に関する事項 （P49抜粋）

昨今の大規模災害においても規制率は
80%～90%
（22.3 福島地震： 80%規制）

＜妥当性の考え方＞

緊急呼含む音声伝送役務における重大な
事故は、「事故の再発防止の観点で、真に
重要な事例を取り扱うべき、かつ役務停止
相当であるべきである」
音声伝送役務の利用方法は、社会情勢と
しても大きな変化は無く、H21年当時の考
え方を、変更する根拠はないと考える。
今後も現行規定（呼損率80％程度）を
適用するにあたり、違和感は無いと考える。
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（根拠②） 音声伝送役務の影響ユーザ数算出の考え方

3G

LTE

VoLTE端末

VoLTE端末

VGN

• 音声発着信呼数より影響ユーザ数を算出する考え方もあるが、障害時における再接続要求が入るため、
影響ユーザ数を完了呼数から比較し換算することが望ましいと考える

• VoLTE網に障害が発生した場合、緊急呼を含む音声伝送サービスは3Gに遷移して利用することが可能
（CS Fall Back）

EPC

SIN

IP-RNC

① 障害発生

コア網

×
③ 3Gに遷移して
音声発信完了

（CS Fall Back）
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VGN: VoLTE Gateway Node
EPC:  Evolved Packet Core
SIN : Signaling Interworking

Node for 3G access
RNC: Radio Network Controller

3G網 LTE網

緊
急
呼
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般
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輻輳時も
優先的に救済

設備容量により救済

＜救済イメージ＞
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区分 当社の考え方

特徴

ベストエフォート型による通信環境上で、動画サービス、テキストメッセージング
サービスなど多様なサービスが動作している。また、設備の信頼性を確保する
観点で、冗長化構成としており、設備配下のユーザ数が動的に変わる状況

役務提供停止 常時接続できない状態※1、インターネット閲覧NG※2が役務提供停止

品質低下の
考え方

「利用者にとって役務が利用できないことと同様の事態が発生している場合
（ガイドライン第5版P8）」を考慮すれば、役務停止の状態と同程度の状
態として音声通信で用いている基準も一つの参考として議論すべきと考える。

また、メッセージングサービスなど品質低下時も利用可能なサービスは存在す
ることを留意する必要があり、品質低下の定義も議論が必要。(P7: 根拠③)

なお、低廉なベストエフォートサービスに対して、品質基準等の規制を強化
するとユーザ料金に転嫁せざるを得ない可能性もあり、慎重な議論が必要

影響利用者数
算出の考え方

ラウンドロビン接続・常時接続を考慮すると設備配下の利用者数特定がログ
等からは難しく、トラヒック比較での算出が妥当と考える 。

影響ユーザ数特定にあたって、平時とのトラヒック量比較と一人当たりの平
均利用帯域（データ量）から影響数換算するのが望ましいと考える。

３．データ伝送サービスにおける考え方
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※1 Attach・セッションNG 等、 ※2 自網内の動画配信サーバ等にて役務提供可能な場合は除く
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（根拠③）ベストエフォートサービスへの品質低下基準設定

H21 情報通信審議会答申
「ＩＰ電話端末等に関する技術的条件及び電気通信事故等に関する事項 （P51抜粋）」

H21以降の技術トレンド踏まえても
・品質保証型サービスは普及していない
・また、メッセージングサービス、動画サービス等
多様化し、さらに一律の基準設定が難しく
なる傾向

<品質低下基準設定を難しいとする考え>
・ベストエフォートサービスについては、サービ
スの多様化に加えて、低廉かつ高品質を
望まないユーザへのサービス提供も各社
行っているところ。
高い品質基準が、多様なサービス創出を
阻害する可能性にも留意しつつ、品質低
下基準検討することが望ましいと考える
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4．「事故の継続時間の定義」に対する考え方
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区分 当社の考え方

事故の継続時間の定義

継続時間は、故障発生～対処によりNWが正常に戻りユーザ
を受入れ可能になる時点までとするのが望ましいと考える。

上記NW影響回避措置後に、お客様操作（電源OFF/ON
等）による利用可能となる事象では、ユーザへの周知広報に
より、社会的な影響の収束が進むことから、NW影響回避措
置と広報の両方が完了した時点を実行的な回復時間と判断
できないかと考える。

なお、一時的に品質低下が回復した時間を継続時間から除くこ
とが可能な場合は、除く事が妥当と考えるが、品質低下の定義
とその取得方法を踏まえ検討が必要と考える。
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５．その他制度見直し論点への当社の考え方

区分 当社の考え方

法人利用に対
する影響者数の
算出方法

・BtoBtoXについては、ミドルBがサービス提供責任を負うもので、特にユニ
バーサルサービスにおいては、通信事業者が契約者数や事故の状況等を把
握することが難しいことも考慮し、検討するべきと考える。

重大な事故
報告様式の

追加

・整理の方向性を踏まえて、改めて意見予定
・災害起因の障害は、「DaaS-netを通じて各事業者が災害期間中に迅速
に被災状況を報告している」、「事後の連絡会にて対策等の振返りを詳細
報告し、議論している」ことから、これまでの取組み継続でPDCAを回すこと
が望ましいと考える。

規定の更新
明確化

・規定明確化は、その考え方を踏まえて改めて意見予定
・ただし、「2Gbpsの速度低下が3万人影響」の考え方は、固定電話の
64kbps音声伝送役務時代に定められたと想定され、データ伝送役務主
体の現状においては、平時とのトラヒック量比較と一人当たりの平均利用
帯域（データ量）から影響数換算するのが望ましいと考える。
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